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1． 本研究とその背景

　「テクノロジカルチェンジ（Technological 

Change1））」とは，新製品や新技術の台頭によ
り，それまで市場においてスタンダードに位置
付けられていた製品や技術が後退期に入り，過
剰慣性上に減速カーブを描きながら，終焉期を
迎えることを意味する2）。事業者にとって，テ
クノロジカルチェンジに関わる戦略マネジメン
トの重要性は極めて高い。このマネジメントの
失策の影響は，単に制圧していた市場を失うだ
けに止まらない3）。デファクトスタンダード製
品や技術を競合企業に奪われてしまえば，次の
テクノロジカルチェンジのタイミングを含め，
市場の主導権を他社に完全に掌握されてしまう
ことにもなりかねない4）。このため，この主導
的な地位を獲得した事業者は，テクノロジカル
チェンジに関して慎重かつ緻密な戦略の立案と
その実践を求められる5）。
　2012年，携帯電話機市場の規模は出荷台数

ベースで17億台を超えた6）。これは2012年の
PC の出荷台数の約 5 倍7）にも及び，巨大な端
末市場が形成されている。ただし，この市場は
完全な自由競争市場ではない。行政的な観点か
らは，通信事業は各国の電気通信事業法の下に
置かれている規制産業であり，端末機器の通信
部も同様にその監督下に置かれている。同時
に，無線通信規格は ITU-T 勧告に準拠（デジュ
リスタンダード）する。このため，携帯電話機
市場は各国の行政下と ITU の監督下にある半
規制市場となり，テクノロジカルチェンジも必
然的にこれらからの強い影響下に置かれる。過
度な市場競争を回避するためにも，この既得権
者は協調し，安定的な業界を形成しながら，テ
クノロジカルチェンジを業界が主導的に進めて
きた。技術的な争点が生じたとしても，業界内
での水面下の政治的な駆け引きを通して，最終
的には強者の下に一本化が図られてきた。結果
的に，この市場は硬直的ではあるものの，安定
的な業界内の勢力構図を維持できていた。
　2007年，この業界に突如として Apple とい
う新規参入者が現れた。翌2008年の iPhone 3G

の発表から，Apple はこの世界市場へ本格参入
し，それからわずか 5年でこの市場における主
導権を握るまでに成長を遂げた8）。この反動に
より，それまでの業界勢力図は完全に覆され，
旧勢力の一部は致命的に傷つけられた。例え
ば，Apple の参入以前に世界市場 2位の出荷台
数を誇っていた Motorola でさえも，瞬く間に
市場シェアを失い，2012年には Google に買収
されてしまうこととなった。それほどまでに，
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Apple の市場参入は破壊的であり，この旧業界
勢力に対して甚大な被害を与えた。
　Apple iPhone は，先進的な製品ではあった
が，革新的な新製品ではない。iPhone は最先
端のスマートフォン製品ではあったものの，基
幹部品は台湾，韓国，日本からの調達されるも
のであり，生産拠点も中国に置かれている9）。
OS も，携帯音楽プレイヤー「iPod Touch」か
らの発展版であり，PC 向けの MacOS をベー
スにしたものであった。また，Apple はそれま
でに携帯電話機製造事業に係った経験も有して
いなかったし，勿論，この基幹技術や特許を有
していたわけでもなかった。Apple の iPhone

はその全てが外部調達，外部生産，技術転用の
いずれかであった。それでも，Apple は
iPhone によりこの市場における成功を果たし
た。事実上，ゼロから一度も失速することな
く，最大速度で成長し，市場における成功を掴
んだことになる。
　本研究は，携帯電話市場において Nokia，
Motorola，RIM の三社の失速が明らかになり
始めた2009年にスタートした。この焦点は
Apple と Samsung の驚異的な成長ペースの解
明にあった。事業規模の拡大があまりにも高次
で，かつ桁違いに高速であったために，従来型
のマーケット重視の事業戦略方法論との間には

多くの論理的な矛盾を生じさせていた。それほ
どに非常識的な規模と速度の成長であった。
　その後の研究から，スマートフォン市場が急
速に形成される過程において，Apple と
Samsung の二社が競合他社とは明らかに異質
の事業戦略を採択していることが鮮明になり始
めた。同時に，この二社の成長戦略は，従来の
ようにマーケティングを中核に置くのではな
く，よりリニアにロックイン戦略のアプローチ
を応用していることも鮮明になった。検証作業
はこの点に基づいてさらに進められた。二年半
の情報収集と経過分析を経て，この二社の事業
戦略の基本検証を終えた。本稿は，Apple の事
業戦略の中でも市場参入策と初期の成長戦略に
ついて纏めた後編である。

2． 半導体製造と PLC モデル

　1979年の Rink と Swan の研究成果10）から
も，PLC は過去の調査から発見されるパター
ンとして分類されるものが大多数であり，販売
活動を傾向的に分類したものにすぎない。ただ
し，詳細は後述するが，PLC は製品と市場の
動向を概念的な枠組みとして捉える目的におい
て，有用性が高く，一般的に広く受容されてき
たことも事実である11）。一方，マーケティング
戦略に PLC の概念を直接的に応用し，現場の

（出典：Kotler and Armstrong, 1989, p. 389）
図 1　「製品ライフサイクル（PLC）の初めから終わりまでの売上高と利益額」

の概念

 

( : Kotler and Armstrong, 1989, p.389) 
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活動に反映していくことは困難である12）。その
理由は図 1 の規範的な PLC モデルからも読み
取れる。
　図 1 は PLC の概念中に，さらに製品開発期
を追加し，PLC と投資額の関係性を概念的に
図示したものである。全ての製品が図 1のよう
な S 字の曲線を描くわけではないが，成功製
品の常識的なイメージとして受容されてきた。
事業計画から導入期に至るまでの過程と，現実
に販売成果から果実が摘み取れるようになるま
での過程を投資額との相関的な曲線イメージと
して捉え，製品に関する総合的な知識を高める
ツールとして PLC は役立つ。ただし，PLC は
万能ツールではない。
　PLC は製品に関する概念的な学習ツールの
一つとして高い効力を発揮する。特に，事後検
証や事後分析には極めて有効性の高いツールで
ある。反面，実践的ツールとしては非常に原始
的な課題を残すために，現実のマーケティング
戦略への応用性は高まらない。実際の製品で
は，PLC の曲線の種類や曲線傾向についても，
また現状のポジションさえも，それらの全てが
予想，あるいは仮定として捉えるにすぎない。
過去と未来の狭間の現地を正確に捕捉すること
は，それほどに困難な作業となる。仮想，ある
いは仮定の PLC を前提に現実的なマーケティ
ング戦略を立案したとしても，その再現性と実
効性を保証できるものではない。残念ながら，
1950年代から PLC は注目されてきたものの，
ビジネス現場において応用法の確立した実践的
ツールとしての地位を築けなかった。PLC は
学術研究においての研究テーマの一つとして長
く取り上げられ，かつ高次な議論も重ねられて
きた。しかし，現在においても，PLC は仮想
モデル，あるいは予測モデルを提示できるにす
ぎない。
　図 1 に示す PLC の規範的な二つの曲線はあ
くまで概念的であり，現実の製品販売が描く曲

線はより複雑なものになる。しかし，モデル曲
線に極めて近似したサイクルを示す例外的な製
品もある。半導体製品の一部がこれに該当す
る。メモリー，プロセッサー，LSI などがこの
典型例である。これらの事業には，PLC の規
範的な概念と周期性が美しいまでにそのままに
合致する。
　上述の半導体生産が典型的な PLC モデルと
酷似してきた点については明確な理由が存在す
る。これらの半導体生産の工場整備計画と生産
計画自体がライフサイクルモデルをベースに立
案され，この原案を基に忠実に生産計画が遂行
される。つまり，PLC と類似の傾向を示すわ
けではなく，事業戦略と計画そのものに PLC

が採用され，それが忠実に遂行される。故に，
原案の PLC モデルが再現的に実践される。
　現実には，このような半導体生産モデルは図
1よりも導入期と成長期の期間は短くなる。工
場稼働がフル操業を開始し，歩留率が最高レベ
ルに到達する時期には既に成熟期を迎えてい
る。半導体製造工場は原則的に常時フル操業体
制で稼働し，工場生産能力の最大レベルから最
大数のアウトプットを獲得しようとする。その
後，同様に生産計画を進めてきた競合製品との
間で価格競争がピークを迎える時期には，次世
代製造プロセスを採用した新たな工場整備が開
始される。半導体関連ビジネスは市場競争が非
常に厳しく，時間経過に対する製品価格の下落
が著しい。このため，一つの工場がフル操業体
制に入り，安定して最大生産を行ったとして
も，売上高は低下していく。半導体製造事業で
は PLC モデルの上に収益性を計り，生産工場
の製造設備レベルを周期的に再整備していく。
半導体製造事業においてこのサイクルと生産規
模の予測を誤ると，事業経営そのものの破綻を
招く。
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3． Intel の事業戦略とバースティングス
タート

　PLC の概念とパラダイムには，概念モデル
の起点（図 1中の A）は必ず「ゼロ」という常
識的な前提が存在してきた。前述したように，
半導体製造事業はこのゼロスタートの原則の上
に最大限の効率化を計るために，戦略的に
PLC を採択し，これを具現化していく。特に
汎用 DRAM 事業のように，同一の容量と仕様
の製品を品質と価格の二面において競うビジネ
スでは，製造・生産技術の開発とともに，規模
の経済性に関する優位性を求められる。このた
め，非常に厳格な工場整備計画と巨額の設備投
資の上に巨大な生産工場が設置され，短期化さ
れた導入期を経た後に，この投資と利益を成長
期から成熟期の間に獲得しなければならない。
結果的に，この PLC ベースの事業計画へのシ
フトが，半導体製品市場の生産競争と生存競争
を激化させ，淘汰を加速させることとなった。
　ところが，熾烈な競争環境下に置かれる現代
企業の中からは，時として極めて斬新かつ創造
的な事業戦略を開発する企業も現れる。これら
の企業は従来のパラダイムや手法に対して大胆
かつ挑戦的な破壊を試みる。ブレークスルーは
この挑戦の中から生まれる。
　このような半導体製造業界の熾烈な競争の中
において，PLC ベースでありながら，同質型

競争を回避可能な戦略を最初に試みたのは，半
導体業界の巨人 Intel であった。1990年代に入
り，Microsoft とともに，IBM の支配下から脱
した Intel は，独力でプロセッサー市場におけ
る統制力を確立しなければならなかった。汎用
DRAM 市場ほどに熾烈な競争ではなかったも
のの，AMD も含め，複数の競合企業が存在し
ていたこの当時に，導入期から成長期の間を熾
烈に競うような一般的な四期型 PLC ベースの
生産競争を回避しようとした。なぜなら，
Burgelman は「インテルでは，製品ロードマッ
プで示されているマイクロプロセッサ事業の戦
略を支えるために，需要が発生する前に，何
十億ドルもの設備投資を工場や装置に対して行
う必要があった。この設備投資に対して競合他
社が対抗するのは難しかったが，同時にこの投
資は同社に大きなリスクをもたらした13）」と指
摘する。半導体製造工場の整備計画では，PLC

をベースに巨額の投資が行われており，一旦動
き始めた戦略ロードマップを簡単に覆すことは
できない。ここで Intel が採用した戦略的な
PLC モデルがバースティングスタート
（Bursting Start）であった。
　Intel が採択した戦略は極めて単純である。
PLC の初動（導入期）のリスクを消し去る。
それまでの PLC の規範的な概念は四期型（製
品開発期などを除く）から，製造事業者にとっ
て最もリスクの高い「導入期」を消去した三期

図 2　バースティングスタートモデルの概念
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型の PLC への試みであった。図 2 はこのバー
スティングスタートの基本概念を示しており，
従来の PLC から斜線部（導入期）を削除し，
成長期から一気にスタートするイメージを描い
たものである。この戦略アプローチでは，販売
開始から非常に早期に投資額を回収し，利益額
は正曲線上に急上昇していく。
　Intel が採用したバースティングスタートで
は，生産施設は可能な限り早期にフル生産体制
に入るが，初期生産分の在庫は市場に直接出荷
せずに，既定の販売開始日まで物流拠点にプリ
オーダー分を大量にストックしていく。一方に
おいて，選別された特定の PC 製造事業者に向
けてのみ先行生産が可能となるように優先的な
部品供給も行われる。この方式より，Intel の
設定した販売開始日から大量のプロセッサーが
一気に市場へ供給され，同時に新型プロセッ
サーを搭載した PC も大量に市場に現れる。ま
た，Intel は販売開始期における製品の流通ルー
トと流通量をコントロールし，市場価格を統制
できるようにしていった。以降，Intel は事業
戦略に合わせて成長期と成熟期をコントロール
し，市場を支配的に統制下におけるようになっ
た。ただし，Intel のバースティングスタート
モデルは，Apple の採用する BL 型ほど事前在
庫量が莫大ではないし，市場に対して直接的に
完成製品を出荷するわけでもない。

　Apple の PLC モデルは Intel のモデルに類似
しているものの，販売開始日までにストックす
る在庫総量が桁違いに大きく，Intel よりもさ
らに過激な曲線を描く。図 3にも示されるよう
に，この在庫分が莫大なだけでなく，生産施設
では既に最大生産体制に入っているため，販売
開始時においてリスクは最大に達する。しか
し，製品の販売開始直後から急速に先行投資分
を取り戻し，利益額曲線は急激に回復していく。
　図 3 に示すようにバースティングラウンチ
（Bursting Launch）のアプローチは，従来型の
PLC の規範的な概念と常識を完全に無視する。
常識的なマーケティング戦略において最大の難
所であるはずの「開発期」と「導入期」があた
かも存在しないかのように，初動時に強引かつ
暴力的なまでの物量戦略を採る。デリケートな
マーケティング活動などは無用な存在にさえ映
るほどに，攻撃的な戦略アプローチである。
　このため，BL 型 PLC には大きな矛盾も併
存する。このモデルでは，現実的に導入期に行
われるはずのマーケティング活動や販売活動を
必要としていないことになる。このため，いき
なり成長期から始まるライフサイクルモデルが
可能なのかという原始的な疑問が生じる。仮
に，「初期販売の成功」が何らかの方法で担保
されていない状況でバースティングラウンチを
試みるのであれば，そのリスクはあまりに高過

図 3　BL 型 PLC にみる売上高と利益額の相関
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ぎる。これだけでは，製販のバランスを完全に
欠いた，「BL 型」という名称の無謀な生産計
画でしかない。
　Apple の iPhone 5 の事例では，Apple は販
売開始日までに世界規模で小売価格ベースで約
5,000億円相当分の販売在庫を準備してい
た14）。以降も，月産900万台規模（約7,000億円
相当規模）の最大生産体制を継続してきた。こ
れだけの生産規模にもなると，万が一，予定販
売数量を満たせない不測の事態が生じた場合に
は，経営に対して致命的なレベルのダメージを
与える可能性も高い。しかも，Apple の例で
は，iPhone 5 と iPhone 4S の二機種だけでな
く，さらに iPad も同様に BL 型 PLC で生産さ
れており，SIM ロックフリー機の販売価格ベー
スの単純計算では，月産規模は 1 兆円を超え
る。常識的なマーケティング思考の上では，こ
の戦略アプローチは暴挙と紙一重とも映りかね
ない。図 3に例示されているような従来型の事
業戦略上に BL 型 PLC を採用するのは，販売
開始時のリスクが明白に高すぎる。短絡的な
BL 型 PLC モデルの事業戦略への応用は，ハ
イリスクハイリターンなギャンブル性をともな
う，非常に危険性の高い戦略でもある。

4． 事業戦略の転換

　Intel は，PLC へバースティングスタート型
のアプローチを応用し，大規模生産施設整備と
初期生産に係るリスクを最小化することに成功
した。巨額の設備投資を要する半導体製造ビジ
ネスに付帯してきたリスクを戦略的に解消し
た。ただし，先述したように，このアプローチ
は危険性も非常に高い。製品リーダーシップと
バースティングスタートの二つの戦略を融合さ
せるアプローチは極めて強力であるものの，販
売開始時に最大規模の製品在庫量を抱え込むこ
とになるため，スタートダッシュ時に向けた慎
重なリスク回避策が求められる。

　このリスク回避策として，Intel はロックイ
ンの概念を戦略上に応用した「システムロック
イン」を採用し，この礎となるパートナーシッ
プ戦略を強力に推進した15）。Intel の戦略的パー
トナーシップ企業は，最新プロセッサーの優先
供給を受けられるだけでなく，販売支援金や技
術情報提供についても優遇措置を受けられる。
反面，この優先供給と優遇制度の代償として，
Intel の補完者（complementor）としての役割
を担わなければならない。
　Intel の戦略的パートナー企業（補完者）は，
図 2中のバースティングスタートに付帯するリ
スクを相応分に負担することになる。パート
ナーシップ戦略について，DELL の CEO M. 

Dell が過去に「リスクを自分で抱え込むので
はなく，サプライヤー数社に分散させることに
より，必要なものをもっと迅速かつ柔軟に入手
できるようになり，自分が本当に付加価値を生
み出せる分野を拡大し，集中することができる
ようになる16）」と語ったが，この DELL でさ
えも Intel の戦略的パートナー企業として成長
してきた。実際には，Intel はバースティング
スタートの全てのリスクを Intel 自身が負うの
ではなく，DELL のような戦略的パートナー企
業へリスクを転嫁している。
　視点を変えると，この Intelのパートナーシッ
プ戦略はマーケティングに依存しない，非常に
巧妙かつ堅実な事業戦略であることが認識でき
る。半導体製品のように，生産工場を常にフル
操業状態で稼働させて，最大レベルの生産量を
常に維持するビジネスでは，生産量の調整は原
則的に行われない。Intel のケースでは，生産
施設単位の生産量は非公表であるが，バース
ティングスタート用在庫分のリスクをパート
ナー企業に応分に負担させてきた。これは，
バースティングスタートに対する確実なリスク
ヘッジ策として極めて効果的に作用してきた。
これにより，本質的にギャンブル性の高いはず
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のバースティングスタートのアプローチを確実
性の高い良性の戦略的アプローチへと変質させ
ることに成功した。以降，Intel はロックイン
戦略を事業戦略の中核に置き，マーケティング
をこのロックイン戦略上に積み上げる二段階式
へと事業戦略を移行した。
　Apple の BL 型 PLC モデルを概念図として
示したものが図 3である。Apple は Intel より
もさらに性急かつパートナー企業に対して高圧
的なアプローチを構築した。これまでにも解説
してきたが，Apple は販売開始日までに莫大な
在庫量を準備し，それを一気に市場へ放出す
る。製品リーダーシップの戦略アプローチを採
択する企業の中でも突出した「先行逃げ切り型」
である。
　Steve Jobs が Apple の CEO に復職した後に，
Apple の PC 製品は PowerPC プラットフォー
ムから Intel プラットフォームへスイッチした。
Apple はこれを機に Intel の戦略的パートナー
企業となったわけだが，Jobs はこの時期にロッ
クイン戦略の重要性とこの基本的アプローチを
Intel から学習したとも推察できる。
　Apple のロックイン戦略の基本は，Intel と
同質であるが，Apple はそれをさらに高次化さ
せている。Apple が iPhone のターゲットとし
た移動体通信ビジネスは完全競争市場ではな
い。この市場に参入するためには電波周波数帯
の利用割当の認可を受けなければならない。こ
れは世界共通である。ところが，このビジネス
は法的規制下に置かれているために，極めて高
い特異性を示す。先ず，アンテナ設置と通信制
御方式の二点以外の電波使用法は，原則的に全
て行政下に置かれるために，割当周波数帯域の
優劣を除き，基本的に同質型の競争を強いられ
る。次に，各国ともに認可を受けた国内事業者
数（以降，通信キャリア）が少なく，既に寡占
化している。このような状況下において，各国
の有力通信キャリアは携帯電話機市場に対して

も非常に強い影響力を行使できていた。そし
て，この当時の携帯電話機市場では Nokia が
その最強者の地位にいた。ところが，スマート
フォンの登場と台頭により，市場環境は急変す
ることとなった。Apple がスマートフォン端末
「iPhone」とともに移動体通信端末ビジネスに
参入したためである。
　携帯電話機と比較すると，スマートフォンで
はソフトウェア環境の重要性が飛躍的に高くな
る。これは端末製品の商品性にも非常に強い影
響を与える。Apple は新規参入時に音楽プレイ
ヤー「iPod Touch」をそのままスマートフォン
化した「iPhone」の製品コンセプトを発表し，
一躍脚光を浴びた。同質型競争の移動体通信ビ
ジネスにとって，Apple の提案したスマート
フォン製品とコンセプトは非常に魅力的であっ
た。ただし，上述してきたように，この当時の
各国の有力通信キャリアと有力端末生産事業者
（Nokia，Motorola 等）によって既に寡占化し
ていた市場に対して，単に新規端末（スマート
フォン端末）だけを武器に市場へ参入し，成功
できたわけではない。

5． ロックイン戦略とそのシナリオ

　驚くべきことに，既に寡占化していた携帯電
話機市場に対して，Apple は最も攻撃的な参入
戦略を選択した。Apple は携帯電話機市場（現
在のスマートフォン市場）への参入に際して，
通信キャリアの事業戦略下に位置することも，
対等な協力関係を構築することも，そのいずれ
についても否定した。Apple は完全な新規参入
者であったにもかかわらず，従来の市場構造の
破壊と支配関係の逆転を試みた。Apple は，
iPhone の販売契約条件として，それまでこの
市場において最上位に位置していた通信キャリ
アに対して，Apple 配下の戦略的パートナー企
業としての役割を担うように要求した。
　iPhone 供給契約を締結するためには，事実
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上，Apple のロックイン戦略上の補完者の地位
を受け入れなければならなかった。当時の
CEO Steve Jobs は，この通信キャリアの選別，
契約条件，交渉を主導し，Apple 主導による販
売戦略を世界規模で展開できるように事業体制
を整備していった。そして，この初期段階の
iPhone の戦略的パートナー企業（表 1 中の通
信キャリア）とともに，Apple は携帯電話機市
場（現在のスマートフォン市場）に進出した。
　図 4 が示すのは，Intel 型システムロックイ
ン戦略に倣う，Apple の BL 型 PLC に関わる
事業戦略のアプローチである。Apple はシステ
ムロックインを巧妙に応用し，バースティング
ラウンチのリスクを事実上ゼロ化している。
Apple が新型 iPhone や iPad の販売開始時に
供給準備する製品在庫の全ては，通信キャリア
が売り切らなければならない契約上の最低販売
数量の一部にすぎない。Apple から iPhone の
製品供給契約を締結するためには，最低販売数

量に係わる契約条項を受け入れなければならな
い。この最低販売数量は所謂「（Apple のため
の）営業ノルマ」である。これにより，iPhone

や iPad の販売開始以前に，Apple は戦略的に
この事業の成功を既に確約させたことになる。
図 4 中では，「補完者基礎分担分」と記してあ
るラインが販売補完者のノルマ分に該当する。
　Apple の BL 型 PLC とは，即ち，同社が戦
略的に描く事業経過のモデル曲線であると同時
に，このシステムロックイン戦略の下で活動す
る補完者たちの活動予定表なのである。Apple

の戦略的生産計画を忠実に実践する生産補完者
（実質的に，鴻海精密工業）と販売補完者（通
信キャリア），この両側面の補完者が Apple の
この事業を支えている。Apple は，事業戦略立
案，必要最低レベルのマーケティング活動，ソ
フトウェア開発，そしてクラウドサービスなど
に専念している。この一方において，生産は全
て補完者が担い，販売も全て補完者が担う。先

表 1　各国の iPhone 販売契約キャリア（iPhone 3G 販売開始時）

通 信 キ ャ リ ア 国　　　　　　　名

AT&T 米国

Rogers Communications カナダ

America Mobile メキシコ

Optus オーストラリア

ソフトバンクモバイル 日本

Hutchison Telecommunications International 香港

Singapore Telecommunications（SingTel） シンガポール

Swisscom スイス

Telecom Italia Mobile イタリア

Telefonica スペイン

O2 英国，アイルランド

Orange オーストリア，フランス，ポルトガル，スイス

TeliaSonera デンマーク，フィンランド，ノルウェー，スウェーデン

T-Mobile オーストリア，ドイツ，オランダ

Vodafone オーストラリア，イタリア，ニュージーランド，ポルトガル

（出所：マイナビニュース（毎日新聞）17））
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述した M. Dell の語るパートナーシップ戦略を
実践し，高次のシステムロックイン戦略を構築
したとも言えよう。
　Intel と Apple のロックイン戦略のアプロー
チの基本は同質である。ただし，ロックインド
ライバーは正反対である。この差異が Apple

と Intel の事業戦略性を変質させる。上述した
ように，Intel は部品サプライヤーであるため，
製品リーダーシップ（技術開発力と生産力）と
ロイヤリティプログラムによる「飴と鞭」の
ロックイン戦略を採る。これに対して，Apple

のロックインドライバーは「製品供給契約」で
ある。iPhone の供給を受けるためには，Apple

から提示された契約条件を全て受け入れ，図 4
に示した Apple の補完者として働かなければ
ならない。これは，Intel のロックイン戦略で
用いられるロックインドライバーと比較する
と，極めて原始的ではあるが，より明示的かつ
拘束的に作用する。
　表 1 に記した企業は，Apple からの iPhone

供給と引き換えに，iPhone 生産に係わる
Apple の全リスクを分担的に負う契約を受け入
れた。観点を変えると，これらの通信キャリア
と契約を締結した時点で，Apple の携帯電話機
市場への参入は既に成功していたことになる。
図 4 に示した市場参入計画の成功は，iPhone

が実際に市場に投入される以前に，契約上にお

いて既に担保されていたことになる。

6． パートナー企業契約の背景

　表 1中の企業は，Apple の掲げた iPhone 3G

の販売目標を達成するために，各企業ともに経
営に対して致命的な損失を与えかねない次元の
販売目標を契約上に背負った。この点に関し
て，Apple と各国通信キャリアの間で締結され
た契約の必要性について疑念が生じるはずであ
る。ところが，企業経営を脅かしかねない次元
のリスクを負ってまでも，Apple からの
iPhone 供給を求める理由が存在していた。そ
れは，この当時の移動体通信市場が既に寡占化
し，市場における序列が明確化していたことが
背景にあった。
　Apple の iPhone 販売戦略には二つの注目す
べき特徴があり，それらはこの寡占市場の側面
を的確に捉えた。第一の特徴は，Apple と
iPhone 3G の供給契約を結んだ表 1中の各国の
通信キャリア企業に注目し，この当時の各社の
業績に着目することにより浮かび上がる。原則
的に，各国において iPhone 供給を受けられた
通信キャリアは一社のみであった（広域活動事
業者を除く）。マーケティング的な市場戦略に
立つと，Apple の iPhone の供給先ターゲット
は各国の筆頭通信キャリアのはずである。この
理由は単純である。一国の携帯電話機市場にお

図 4　パートナーシップ戦略によるリスクヘッジ
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いて，筆頭通信キャリアは最も移動体通信契約
者数を獲得しているため，比例的に端末販売機
会も増加する。通信キャリア変更を望む顧客を
除けば，端末の機種変更希望から生じる需要は
市場順位の高い通信キャリアほど増大する。こ
のため，それまでの規範的な端末販売戦略で
は，いかに上位通信キャリアとの間に競合他社
よりも優位性の高い関係を構築できるかに焦点
が置かれた。ところが，Apple はこの販売の常
識とは正反対の通信キャリアを選択していった。
　国内の事例では，iPhone の独占販売権を獲
得したのはソフトバンクモバイル（以降，ソフ
トバンク）であった。ソフトバンクは2006年 3
月に Vodafone Group から携帯電話通信事業を
買収した。日本市場に興味を抱いた Vodafone 

Group が厳しい経営状態にあった旧 J-Phone

を Vodafone 日本法人として2001年から傘下に
置いていた。ソフトバンクは Vodafone Group

から事業を買収したものの，市場における事業
規模では首位のドコモと二位の au との間に大
きな格差があった。この当時の NTT ドコモの
通信市場シェアは52％にも及び，これに対して
ソフトバンクはわずか15.7％にしかすぎなかっ
た18）。それでも，Jobs はこのソフトバンクを
日本でのパートナー企業に採択した。実は，ソ
フトバンクに限らず，表 1中には経営状況的に
もこのソフトバンクに類似した企業が多かっ
た19）。つまり，Jobs のパートナーシップ企業
戦略は，市場における強者優先の選抜ではな
く，市場弱者を主体として構成されたもので
あった。
　一見すると，この Apple の事業参入戦略は
奇策として映る。しかし，これはロックイン戦
略として的確にポイントを押さえたものであっ
た。その第一の理由は，上述したように，この
市場が寡占化していたことである。各国の筆頭
通信キャリアは，現状維持を優先し，変化を望
まない。Apple 上位の高圧的な iPhone 供給条

件を受け入れなければならない事由がなかっ
た。ところが，寡占市場の中の弱者の地位に
あった通信キャリア企業は，反対に，現状変更
を望み，これを可能にする機会を待ち望んでい
た。Apple の iPhone がこの「現状変更」への
好機である判断すれば，企業経営上のリスクを
覚悟しても，その機会の獲得を選択する企業も
現れた。表 1中の通信キャリアの大多数はその
選択した企業であった。
　ただし，表 1中の通信キャリア企業も盲目的
に Apple を支持し，無条件に iPhone 供給条件
を受け入れたわけではない。特に，スマート
フォン端末の将来的な市場規模と短期的な市場
成長速度の二点について疑念が生じるのは当然
であった。Apple がこれらに関する明確なビ
ジョンと事業戦略，そして技術開発力を有して
いるかどうかが問われた。同時に，仮にスマー
トフォン端末が次世代端末の鍵となる製品と確
信できたとしても，Apple がその筆頭企業とな
れるかどうかも極めて重要な焦点であった。
　第二の特徴は，Apple ではなく，Jobs のロッ
クイン戦略に関する理解度と卓越した実践力に
ある。一企業としてのこの当時の Apple は，
移動体通信市場では完全なる新規参入者であ
り，携帯電話機販売とスマートフォン端末開発
のいずれにも対しても基本能力を欠いていた。
Apple の独力だけではこの市場の参入障壁は越
えられなかった。この代わりに，当時の Apple

の独力を超越した戦略的な活動域を Jobsが担っ
た。ロックイン戦略の中でも最も難しいはずの
「（拘束力を伴う）契約」を Jobs 自身が先導的
に具現化していった。Apple が「契約」のロッ
クインドライバーを獲得し得たのは，その前段
階における Jobs の存在と活動が鍵となった。
これは，ロックインの戦略的思考とアプローチ
の中でも非常に希少な事例である。
　New York Timesの “And Then Steve Said, ‘Let 

There Be an iPhone20）’” 中で iPhone 3G の開
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発技術者であった Fred Vogelstein が製品発表
時の内幕を記した。この記事中において，製品
発表時の iPhone 3G はバグだらけで，ステー
ジ上での操作実演さえも危うい状態であったこ
とを述べ，Jobs からの厳しい叱責を受けなが
ら，Jobs とともに何とか製品発表を成功裏に
終えたと述懐している21）。この記事で注目すべ
きは，この製品発表時の iPhone 3G は Jobs の
プレゼンテーションツールの一つにしか過ぎな
かったことである。同時に，この製品発表に向
けての Jobs の入念な準備と緻密な演出も紹介
している。そして，表 1中の各国通信キャリア
やマスメディアは，この製品発表プレゼンテー
ションを通して，iPhone 3G 以上に，Jobs の
語るフューチャービジョンとスマートフォンの
将来性に魅了されていった。
　Jobs の CEO 復帰以降の Apple の業績回復
は，単に Apple という一企業の存在以上に，
「Steve Jobs」の伝説的なカリスマ性を高めた。
そして，Jobs 自身もこの重要性を認識してい
た。換言すると，Jobs は「Apple」という企業
名以上に，自身の「Steve Jobs（の Apple）」の
マーケットにおけるカリスマ的なブランド性を
認識し，これを意図的にロックインドライバー
として活用した。ただし，実態として，これは
トップセールスの範疇からかけ離れた高次な応
用であり，Jobs は自身に対して過酷な活動と
重責を課すこととなったはずである。この製品
発表の舞台裏から明らかになった事実は，この
当時の Apple にマーケットリーダーとしての
能力は備わっていなかったし，次世代市場の筆
頭企業でもなったことである。それでも，Jobs

の存在と活動がこの事実を覆す原動力となった。
　仮に，この状況下において Apple が PC 事
業のように独力での製販事業戦略を選択したと
しても，iPhone 生産に BL 型 PLC のアプロー
チを導入することはできていなかったはずであ
る。何故なら，John Sculley が CEO であった

当時の Apple は，PDA 端末事業（Newton）に
失敗し，業績悪化に陥った苦い経験をした。
Jobs 復職後に著しい業績回復を果たしたとは
いえ，この当時の Apple に潜在市場に対して
製販両面への巨額の事業投資を行う余裕はな
かった。Appleにとって iPhoneのスマートフォ
ン事業は次世代事業の中核に位置付けるほど重
要であったが，Apple の独力だけでいきなり
キープレイヤーを演じられるほど小規模なマー
ケットではなかった。上述した製品発表会に向
けて，Jobs は Apple の不足分の全てを担わな
ければならなかった。そして，製品発表会のた
めだけに特別開発されたバグだらけの iPhone

を片手に，Jobs は見事にその重責を演じきっ
た。結果として，Jobs の下には鴻海精密工業
や表 1中の通信キャリア企業が集い，Apple に
とってのシステムロックイン体制が構築されて
いった22）。

7． 成功の裏舞台

　結果的に，前稿の表 1 23）に示したように，
iPhone は驚異的な販売数量を達成し，Apple

は驚異的なペースで成長を遂げた。この Apple

の事業戦略の成功について疑問の余地はない。
ただし，この Apple の成功をスマートフォン
端末（iPhone）の商品性と直接的に結び付ける
べきではない。何故なら，これまでに議論して
きたように，Apple の携帯電話機市場への参入
の成功は戦略的に成されたものであり，iPhone

の特異な商品性から生じたものでない。先述し
たように，Apple のこの市場における成功は表
1中に示された通信キャリア企業との間で交わ
された契約上において既に担保されていたから
である。
　これらの通信キャリア企業の中には，この契
約上の責務を充足するために，iPhone に対し
て別格的に最優先販売策を準備し，購入者を特
例的に厚遇した。表 2 は日本における iPhone 



広島経済大学経済研究論集 第37巻第 2号44

5S の販売価格を示したものである。この特例
的な優遇プランを最初に導入したのはソフトバ
ンクであった。現状においては，au とドコモ
も Apple と iPhone 販売契約を結んでおり，ソ
フトバンクの iPhone 購入への優遇料金プラン
に合わせて，三社ともにほぼ同一水準の優遇料
金プランを提示している。
　ソフトバンクは iPhone 購入者に対して最初
に特別な低料金通信プランを設定した。さら
に，iPhone の端末代金を使用期間契約上にお
いて分割支払いとして，月額通信利用料の一部
をこの分割支払分に充当できるようにした。表
2 も示すように，結果的に，iPhone の最小容
量機種を購入する場合には，端末購入費用はゼ
ロに設定された。これにより，ソフトバンクと
の期間通信契約に加入すれば，事実上，iPhone

は無料で入手できるようになった。
　初期のスマートフォン市場では端末の選択肢
は限られていたが，ソフトバンクはその中でも
最新の最高級スマートフォン端末を無料で提供
し，かつ割引された定額通信料金で利用できる
ようにした。ソフトバンクほど極端な特例的な
優遇措置ではないものの，表 1中のその他の通
信キャリア企業も iPhone 販売に対して特別な
優遇措置を講じた。そして，iPhone 販売台数
の急速な伸びは，この例のような各国の通信
キャリア企業の正に身を切る努力の上に成され
た。
　表 1 中の企業は Apple に対して契約上の販

売責務を負っていた。これらの通信キャリア企
業の中には iPhone を無料配布してまでも販売
実績を伸ばした。ここでは，同時に，iPhone

が「売れた」わけではなく，「（無料）配布され
た」に近い状況にあったことにも気付かなけれ
ばならない。それでも，通信キャリア企業のこ
の iPhone 販売の強硬策が移動体通信市場を再
活性化させ，寡占化していた移動体通信市場を
一気に流動化させた。iPhone の供給契約を締
結した各国の通信キャリア企業は，契約上にお
いて販売台数に関する高次の目標を課させられ
たわけだが，皮肉な事に，この拘束から引き出
された決死の努力こそがこれらの企業の躍進の
原動力へと変わっていった。

8． 結　　　　　び

　Apple のモバイル端末事業に関するシステム
ロックイン戦略をデルタモデルのトライアング
ルチャート（図 5）にまとめた。図 5は，山本
（2006）の研究結果をベースに，さらに Apple

のモバイル端末事業を加えて，他の ITベンダー
との対比から戦略ポジションを理解しやすくし
た。
　戦略ポジションからの Apple の特異性は，
同社はモバイル端末事業を完全に二分化して構
築している点である。モバイル端末のハード
ウェアに係わる事業については，実質的に全て
をパートナー企業が担い，Apple は事業戦略や
プロモーション活動，加えてソフトウェア開発

表 2　通信キャリア別の iPhone 5S 本体価格と購入割引

ド　コ　モ au ソフトバンク

16 GB 32 GB 64 GB 16 GB 32 GB 64 GB 16 GB 32 GB 64 GB

端 末 価 格 95,760円 95,760円 95,760円 68,040円 78,120円 88,200円 68,040円 78,120円 88,200円

毎月の割引 3,990円 3,570円 3,150円 2,835円 2,825円 2,815円 2,835円 2,825円 2,815円

割 引 合 計 95,760円 85,680円 75,600円 68,040円 67,800円 67,560円 68,040円 67,800円 67,560円

実 質 価 格 0円 10,080円 20,160円 0円 10,320円 20,640円 0円 10,320円 20,640円

（2013年12月調査）
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やクラウドサービス等の事業領域に専念してい
る。現在の Apple の収益力の源泉は事業の戦
略性と事業システム体制にある。Apple のロッ
クイン戦略は，現代ビジネスと事業戦略に新た
なページを加えたと言えるが，Jobs を失った
Apple は事業戦略の変更を余儀なくされた。
　この Apple のモバイル端末事業における成
功からも，現代ビジネスの複雑化と高度化が著
しく進展していることは明らかである。Apple

のロックイン戦略には製品開発ステージも含ま
れるが，従来の事業活動では，これはマーケ
ティング活動の一部であった。ところが，Intel

の半導体製造事業や Apple のモバイル端末事
業のように，PLC を計画的ではなく，実践的
な事業戦略のシナリオとして採択する企業も現
れ始めた。このような先端事業戦略を積極的に
選択し，あるいはさらに攻撃的な事業戦略アプ
ローチを選択する企業も現れる。Samsung は
その一例である。この詳細は別稿として記す
が，Samsung は Apple への最大規模の主要部
品サプライヤーでありながら，Jobs のロック
イン戦略を緻密に分析し，その反対軸にロック
イン戦略を展開した25）。また，Microsoft も
Nokia のモバイル端末事業を吸収し，移動体通
信事業への戦略アプローチを根底から変えよう
としている。
　Apple の例からも明らかなように，ロックイ
ン戦略では経営者に対して従来よりも遥かに高

次の戦略的な資質と活動を求める。Jobs を失っ
た Apple は，事業戦略の軌道修正を迫られて
おり，現 CEO の Tim Cook はロックインを戦
略の基軸から捨て，従来型のマーケティング重
視の事業戦略へと舵を切った。しかし，それこ
そが過去の Apple 凋落の要因でもあったこと
を忘れてはならない。

注

1） 本稿では狭義の「テクノロジカルチェンジ」に
焦点を置いている。Schumpeter が1942年にこの
語を初めて用いて以降，広義では産業全体や経済
の規模での変化を対象に含める。この変遷等につ
いては，参考文献リスト中の Kuhn や Rogers が
詳説している。
2） 国内では，広義と狭義の違いを無視して，単に
「技術変革」と訳されるが，これでは直訳に過ぎ
る。狭義の「テクノロジカルチェンジ」は業界標
準技術（デファクトスタンダードとデジュリスタ
ンダード）と対で用いるべき語であり，かつより
マーケット重視の意味を有している。
3） Tushman and Anderson（1986）
4） Henderson and Clark（1990）
5） Utterback and Suarez（1993）
6） 山本（2013, p. 26）
7） PC の世界出荷台数に関する統計は Gartner の
2013年 1 月14日発表の資料を参照した。

 http://www.gartner.com/newsroom/id/2301715
8） この詳細については参考文献中の山本（2013）
を参照いただきたい。
9） この詳細については参考文献中の山本（2013）
を参照いただきたい。

10） 参考文献中の Rink and Swan（1979）
11） これは，ライフサイクルモデルの概念学習を主
に指しており，論理性が高いと記しているわけで
はない。

12） Kotler and Armstrong（1989, p. 389）

（出所：山本（2006, p. 46）24））
図 5　Apple の戦略ポジション
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13） Burgelman（2006, p. 307）
14） 山本（2013, P. 32）
15） この詳細については参考文献中の山本（2007）
を参照いただきたい。

16） Dell（1999, p. 240）
17） http://news.mynavi.jp/news/2008/06/10/008/

index.html
18） 総務省の資料「電気通信事業分野における競争
状況の評価 2011」を参照。

　 http://www.soumu.go.jp/main_content/000168292.
pdf

19） これは広域事業活動を展開している Orange，
TeliaSonera，T-Mobile，Vodafone も同様であっ
た。例えば，2006年に Softbank へ日本事業を売
却した Vodafone の経営状態にも苦境が表れてお
り，移動体通信事業の国際事業化の難しさを明示
している。この時期の Vodafone の経営状態の詳
細については，例えば，下記の URL 等からアニュ
アルレポートを入手し，参照していただきたい。

 h t tp ://www.vodafone .com/content/dam/
vodafone/investors/annual_repor ts/annual_
report_accounts_2007.pdf

20） h t t p : / / w w w. n y t i m e s . c o m /2013/10/06/
magazine/and-then-steve-said-let-there-be-an-
iphone.html?pagewanted=all&_r= 0

21） この記事中に，この発表会場で使われた実演端
末はバグだらけの上に，事実上，この実演のため
だけに開発されたものであった。Jobs はこの実
演用のモック端末を片手に製品プレゼンテーショ
ンとデモ操作を演じ切り，この発表会後に表 1中
の各国通信キャリアと契約を結んでいった。

22） Apple のシステムロックイン体制中の補完者に
Samsung は含まれていない。Samsung は iPhone
の主要部品供給企業の一つではありながら，
Apple に対して非協調的な戦略ポジションを採っ
てきた。

23） 山本（2013, p. 26）
24） ただし，本稿の論題と無関係な企業の戦略ポジ
ションについては削除している。

25） Apple への主要部品供給者であった Samsung
は，Apple の事業戦略と事業計画の詳細を容易に
掌握できるポジションにいた。そこで，Apple 向
けの部品生産と同時にその供給量を超えるスマー
トフォン用部品を自社向けに準備し，市場へ大量
の対 iPhone 用端末の供給を行った。なお，
Samsung のモバイル端末事業戦略については，
別稿において詳説する予定である。
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